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（百万円未満切捨て） 
１．１９年３月期の連結業績（平成１８年４月１日 ～ 平成１９年３月３１日） 
（１）連結経営成績                                           （％表示は対前期増減率） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
19年3月期 ２１３,８１３ 5.7 １０,９１２ 19.8 １１,５３９ 18.2 ６,１３２ △26.2 
18 年3月期 ２０２,２６６ 2.9 ９,１１１ 1.5 ９,７６４ 3.8 ８,３０７ 51.4 

 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益 

自 己 資 本  
当期純利益率 

総 資 産 
経常利益率 

売 上 高 
営業利益率 

 円 銭 円   銭 ％ ％ ％ 
19年3月期 ５４ ７５ － ７.７ ６.１ ５.１ 
18年3月期 ７４ １４ － １１.８ ５.４ ４.５ 

（参考） 持分法投資損益     19年3月期 219百万円     18年3月期 143百万円 
 
（２）連結財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 
１ 株 当 た り 
純 資 産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 
19年3月期 １８９,７５４ ８４,９７１ ４２.９ ７２６  ４４ 
18年3月期 １８５,９６８ ７７,１４８ ４１.５ ６８８  ６３ 

（参考）自己資本     19年3月期 81,354百万円   18年3月期 －百万円 
  
（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 
キャッシュ・フロー 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

現金および現金同等物 
期  末  残  高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 
19年3月期 ４,３８９ △６,８３０ △２,９１５ １６,６９７ 
18年3月期 ８,９３３ △５,２８４ △２,０６８ ２２,０２８ 

 
２．配当の状況 

 １株当たり配当金 

（基準日） 中間期末 期末 年間 

配当金総額 
（年間） 

配当性向 
（連結） 

純資産 
配当率 
（連結） 

 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 
18年3月期 ５ ００ ７ ００ １２ ００ １,３４５ １６.２ １.９ 
19年3月期 ６ ００ ９ ００ １５ ００ １,６８１ ２７.４ ２.１ 

20年3月期 

（予想） 
７ ５０ ７ ５０ １５ ００  ２２.７  

 
３．２０年３月期の連結業績予想（ 平成１９年４月１日 ～ 平成２０年３月３１日） 

（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率） 

 
売   上   高 営  業  利  益 経  常  利  益 当  期  純  利  益 

１ 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

 
中 間 期 
通   期 

        百万円  ％ 
１０７,０００  3.8 
２２３,０００  4.3 

        百万円  ％ 
６,２００  9.4 
１３,０００     19.1 

       百万円  ％ 
６,６００  9.1 
１３,６００     17.9 

        百万円  ％ 
３,６００   3.2 
７,４００  20.7 

   円 
３２ 
６６ 

銭 
１５ 
０８ 
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４．その他 
（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）     無 
 
（２）連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されるもの） 
① 会計基準等の改正に伴う変更     有 
② ①以外の変更            有 
〔（注）詳細は、１４ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。〕 
 

（３）発行済株式数（普通株式） 
①期末発行済株式数（自己株式を含む） 19年3月期 112,391,530株  18年3月期 112,391,530株 
②期末自己株式数 19年3月期 400,990株  18年3月期 360,159株 

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、２５ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 
 
 
（参考）個別業績の概要 
１．１９年３月期の個別業績（平成１８年４月１日 ～ 平成１９年３月３１日） 
（１）個別経営成績                                                                                                                                                         （％表示は対前期増減率） 
 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
19年3月期 ２１１,０００ 5.9 ８,７５３ 27.8 ９,２６５ 23.7 ４,８６７ △27.0 
18 年3月期 １９９,１５３ 2.4 ６,８５０ △9.4 ７,４８７ △6.6 ６,６６８ 42.9 

 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益 

 円 銭 円   銭 
19年3月期 ４３ ４１ － 
18年3月期 ５９ ４５ － 

 
（２）個別財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 
１ 株 当 た り 
純 資 産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 
19年3月期 １７５,５７６ ７２,４０８ ４１.２ ６４５  ８５ 
18年3月期 １６９,２９３ ６９,５３１ ４１.１ ６１９  ９７ 

（参考）自己資本    19年3月期  72,408百万円  18年3月期 －百万円 
 
２．２０年３月期の個別業績予想（ 平成１９年４月１日 ～ 平成２０年３月３１日） 

（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率） 

 
売   上   高 営  業  利  益 経  常  利  益 当  期  純  利  益 

１ 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

 
中 間 期 
通   期 

        百万円  ％ 
１０５,６００  3.8 
２２０,０００  4.3 

        百万円  ％ 
５,２００  15.4 
１０,８００   23.4 

       百万円  ％ 
５,４００  12.5 
１１,４００   23.0 

       百万円   ％ 
３,０００  13.5 
６,３００    29.4 

   円 
２６ 
５６ 

銭 
７６ 
１９ 

 
※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、本資料の発表日現在の将来に関する前提・見通し・計画に基づく予測が含まれており、今後
の不確定な要因により実際の業績が予想数値と異なる可能性があります。 
 なお、業績予想に関する事項は、４ページ～５ページをご参照ください。 
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１． 経営成績 
 
（１） 経営成績に関する分析 
１．当期の経営成績 
１）経営成績の状況 
 
 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり 

当期純利益 
 （百万円） (百万円) （百万円） （百万円） (円) 
平成 19年 3月期 213,813 10,912 11,539 6,132 54.75 
平成 18年 3月期 202,266 9,111 9,764 8,307 74.14 
増 減 率 5.7 % 19.8 % 18.2 %   △26.2 % △26.2 % 

 
国内の経済は、個人消費の伸び悩み等があったものの、企業収益の改善を背景とした設備投資の増加
に牽引され、緩やかながら回復基調で推移いたしました。 
 
このような状況のもと当グループは、各事業において、新たな成長を目指して、新製品開発や提案型
販売を推進し、トータル受注により、新しい市場の創造と開拓に努めてまいりました。また昨年 12 月
には鶴見事業所を竣工し、シーティングの供給能力増強や、クリーンルーム用搬送機器製造の子会社シ
ーダー株式会社の移転により生産能力拡大を図るなど、さらなる発展を目指しております。 
 
この結果、当期の売上高は213,813百万円（前期比5.7%増）となりました。 
 
損益面につきましては、オフィス環境事業、物流機器事業他の売上伸長により売上総利益が増加いた
しました。また、販管費の削減にも努めた結果、経常利益は11,539百万円（前期比18.2%増）、当期純
利益は6,132百万円（前期比26.2%減）となりました。 
 

２）セグメントの状況 
                                  (単位：百万円) 

売上高 営業利益                                       
           前期 当期 増減 前期 当期 増減 
オフィス環境事業 122,228 131,245 9,017 7,267 9,063 1,796 
商環境事業 66,836 66,325 △510 879 848 △30 
物流機器事業他 13,201 16,242 3,040 965 1,000 35 
  

① オフィス環境事業 
 
オフィス環境事業については、主力のオフィス家具は、好調な企業業績による設備投資の増加を背景
に、オフィスの移転や拡張、改装需要が堅調に推移いたしました。そのような状況下、オフィスにおけ
る｢集中｣と｢交流｣をより高めることにより、ワーカーの活性化、創造性を高めるオフィス環境｢知的創
造ワークスタイル｣の提案をはじめとする積極的なソリューション型提案ビジネスの展開でトータル受
注の拡大を図ってまいりました。さらに、全国の中規模物件の需要の確実な受注に注力し、売上を伸ば
すことができました。 
また、高級シーティング｢コンテッサ｣や｢バロン｣などの売上も順調に推移しており、さらには新製品
による新たなオフィス需要を喚起するなど、新しい市場創造にも注力してまいりました。 
セキュリティ分野についても、金融機関の貸金庫や金庫関連設備等の受注が拡大し、売上を伸ばすこ
とができました。 
 
この結果、当事業の売上高は131,245百万円（前期比7.4%増）、営業利益は9,063百万円（前期比24.7%
増）となりました。 
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② 商環境事業 
 
商環境事業については、厳しい事業環境で推移いたしましたが、成長業態をターゲットに新規顧客数
の増大や専門店攻略に注力するなど顧客の裾野拡大に努め、復調の兆しが部分的に見えてまいりました。 
 
この結果、当事業の売上高は66,325百万円（前期比0.8%減）、営業利益は848百万円（前期比3.5%
減）となりました。 
 

③ 物流機器事業他 
 
物流機器事業他については、物流施設、生産設備等に対する設備投資が引き続き堅調に推移し、注力
業種の大型物流施設等に対して、自動倉庫システムや搬送機器の販売を積極的に展開し、提案力を活か
したトータル受注に努めました。また、特殊環境分野のクリーンルーム用搬送機器の受注も好調に推移
いたしました。 
 
この結果、当事業の売上高は16,242百万円（前期比23.0%増）、営業利益は1,000百万円（前期比3.6%
増）となりました。 

 
２．次期の見通し 
 
 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり 

当期純利益 
 （百万円） (百万円) （百万円） （百万円） (円) 
平成 20年 3月期 223,000 13,000 13,600 7,400 66.08 
平成 19年 3月期 213,813 10,912 11,539 6,132 54.75 
増 減 率 4.3 % 19.1 % 17.9 %   20.7 % 20.7 % 

 
国内経済は、米国をはじめとする海外景気や個人消費の動向などの懸念材料はあるものの、好調な企
業業績を背景とした設備投資の拡大が引き続き持続し、企業部門の好調さが家計部門に波及し、雇用・
所得環境の改善から個人消費が増加していくことが見込まれるなど、今後も回復基調で推移するものと
予想されます。 
 
主力のオフィス環境事業については、特に都心部でのオフィスの移転、拡張需要は引き続き堅調に推
移するものと思われます。このような中、オフィスへの設備投資需要を確実に取り込むとともに、中・
小規模物件や連鎖移転需要等の獲得にも注力し、当社としての強みであるソリューション型ビジネスの
積極的展開を図り、トータル受注により、売上、利益の拡大を図ってまいります。 
 
一方、セキュリティ分野においても、セキュリティに対する企業や個人の認識が一段と高まっている
状況下、金庫関連設備、入退室管理システムなどを中心に、今後も市場ニーズの増大が期待されます。 
 
商環境事業については、周辺什器、内装等を含めたトータル受注の推進を図り、店内シェア向上を目
指すとともに、ユーザーイン指向の製品開発に努めてまいります。また、拡大が見込まれる新業態や成
長業態をターゲットに顧客の裾野拡大を推進していくなど、新規出店、改装需要ともに確実に取り込み、
当事業の業績回復を目指します。 
 
物流機器事業他については、物流センターや生産設備への投資が引き続き活発な中、これまでに培っ
てきたノウハウに基づく提案力を強みとしてトータル受注の拡大や、他事業とのシナジー効果を図りつ
つ、業種別ソリューション営業の徹底により売上・利益の拡大を目指します。 
 
収益改善面につきましては、販売費および一般管理費の削減、OPS（Okamura Production System）活
動等による生産性向上、仕入コスト削減、物流コスト削減等に努めるとともに、経済環境の変化に柔軟
に対処し得る安定的な経営基盤の構築、経営資源の重点的・効率的投入による堅実かつ収益性の高い経
営体質への脱皮等、企業改革を着実に進めてまいる所存でございます。 
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次期の業績見通しといたしましては、連結売上高2,230億円、連結経常利益136億円、連結当期純利益
74億円を見込んでおります。 
 
 

（２） 財政状態に関する分析 
１．資産、負債、純資産およびキャッシュ・フローの状況に関する分析 
１）資産、負債および純資産の状況 
 
 前期（百万円） 当期（百万円） 

総資産 185,968 189,754 

純資産 77,148 84,971 

自己資本比率 41.5% 42.9% 

１株当たり純資産 688円 63銭 726円 44銭 

 
当期における総資産は、前期末に比べて3,785百万円増加し189,754百万円となりました。流動資産
は、売上債権、たな卸資産が増加する一方、現金および預金の減少等により992百万円増加し、固定資
産は、鶴見事業所の建設による有形固定資産の増加等により、2,793百万円増加いたしました。 

負債については、仕入債務や長期借入金が減少する一方、未払法人税等の増加等により、前期
末に比べて545百万円減少し104,782百万円となりました。 
少数株主持分を含めた純資産は、当期純利益計上による利益剰余金の増加と、その他有価証券評価差
額金の減少等により前期末に比べ 4,330 百万円増加して 84,971 百万円となりました。また、自己資本
比率は前期末に比べ1.4ポイント上昇して、42.9%になりました。 

 
２）キャッシュ・フローの状況 
 
 前期（百万円） 当期（百万円） 

営業活動によるキャッシュ・フロー   8,933   4,389 

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,284 △6,830 

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,068 △2,915 

現金および現金同等物期末残高  22,028  16,697 

借入金・社債期末残高  29,240  27,847 

   
キャッシュ･フローの状況については、営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純
利益11,163百万円、減価償却費5,061百万円等による増加と、売上債権の増加額7,221百万円、仕入債
務の減少額2,823百万円、法人税等の支払 3,060 百万円等による減少で、4,389 百万円の資金増加とな
りました。 
投資活動によるキャッシュ・フローは、鶴見事業所建設を含む、有形・無形固定資産の取得7,669百
万円の支出を主因として、6,830百万円の支出となりました。 
財務活動によるキャッシュ・フローは、主に有利子負債の圧縮1,392百万円と親会社による配当金の
支払1,457百万円により、2,915百万円の支出となりました。 
これらの結果、当期の現金および現金同等物の期末残高は5,331百万円減少し、16,697百万円となり
ました。 
また、借入金・社債の当期末残高は、前期末に比べて1,392百万円減少し、27,847百万円となりまし
た。 
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３）キャッシュ・フロー関連指標の推移 
 
 平成15年3月期 平成16年3月期 平成17年3月期 平成18年3月期 平成19年3月期 

自己資本比率(%) 32.8  34.3  36.8  41.5  42.9  

時価ベースの自己資

本比率(%) 
31.3  47.4  54.1  69.8  76.4  

キャッシュ・フロー対

有利子負債比率(%) 
4.7  2.8  4.3  3.3  6.3  

インタレスト・カバレッ

ジ・レシオ（倍） 
11.0  21.5  15.2  25.6  11.1  

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ･フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

1.各指標はいずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

2.株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 
3.キャッシュ・フローは連結キャッシュ･フロー計算書の営業活動によるキャッシュ･フローを使用して
おります。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負
債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を
使用しております。 
 
（３） 利益配分に関する基本方針および当期・次期の配当 
 
当社は、株主の皆様への適切な利益還元を経営の重要政策のひとつとして位置付けております。 
利益配当政策につきましては、業績に応じた適正な利益配分を目指すとともに、財務状況、将来の事業
展開および内部留保などを総合的に勘案し、安定配当の維持にも努めてまいりたいと考えております。 
このような方針のもと、当期の期末配当金につきましては、前期と比べ1株につき2.00円増配し、1
株につき9.00円とさせていただきたいと存じます。これにより、中間配当金（1株につき6.00円）を加
えた年間配当額は前期と比べ1株につき3.00円増配し、1株につき15.00円となります。 
また、次期の配当につきましては、1株につき年間15.00円を予定しております。 

 
 
２．企業集団の状況 
 
最近の有価証券報告書（平成18年6月29日提出）における「事業系統図（事業の内容）」および「関係会社の状況」から
重要な変更がないため開示を省略します。



株式会社岡村製作所（7994） 平成１９年３月期決算短信 

 7

３．経営方針 
 

（１）会社の経営の基本方針 
 
当社は、「情報化」「国際化」「専門化」を企業改革のキーワードとし、安定的経営基盤の構築、利益
重視の効率的経営の実践、環境への配慮をはじめとする社会との信頼関係の向上を基本方針として経営活
動を展開しております。 
当社は1945年に「協同の工業・岡村製作所」として、創業者を中心に技術者が資金、技術力および労働力を提供しあう
形で創業して以来、技術者等の人的つながりを基礎として、オフィス環境事業、商環境事業および物流機器事業等を営ん
でまいりました。「よい品は結局おトクです」をモットーに、お客様が豊かさを実感できる質の高い製品を「開発」・「製
造」・「販売」すること、およびお客様の様々なニーズに合わせた空間をトータルで提供することにより、競合他社との
差別化を実現し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上を図っております。 

 
（２）目標とする経営指標 
 
当社は、主な経営指標として総資産経常利益率（ＲＯＡ）・自己資本利益率（ＲＯＥ）や売上高営業利
益率を重視しており、常にコスト意識をもち収益の改善につとめ、経営資源の選択と集中による投資効率
の向上に注力してまいります。 
 

（３）中長期的な会社の経営戦略 
 

当社は、「中期経営ビジョン」を基に、主力のオフィス環境事業・商環境事業を更に発展させ、全社を上げて
収益基盤をより確実なものにしながら、安定的な成長を目指します。そのため、経営効率の施策として、当社独
自の新生産方式OPS(Okamura Production System)と SCM(Supply Chain Management System)をさらに推進
し、コスト低減、資産効率の向上を目指してまいります。 
 
１）主力のオフィス環境事業については、都心部の再開発プロジェクトおよびそれにともなう移転需要に対し、
IT 時代の多様なワークスタイルに合わせた新製品開発と積極的な営業展開によりトータル受注の拡大を図り
ます。また近未来のオフィスを想定したソリューション提案を行い新規需要の開拓を行います。また新製品を
投入し世界に向けてのマーケティングを強化してまいります。セキュリティ事業につきましては、金融機関向
け金庫関連製品に加え、オフィスセキュリティの分野での開発・営業体制を強化してまいります。パブリック
市場分野では、地方を中心に建材・教育・福祉医療の市場の販売体制を強化し、オフィスで培った営業力、提
案力で本格的展開を図ってまいります。 
 
２）第二の柱である商環境事業については、成長分野に経営資源を集中し売上・利益の拡大を目指しま
す。特に、ドラッグストア・ホームセンター・100 円ショップ等さらに出店が拡大することが見込ま
れるカテゴリーキラーに対しては、店舗特性に対応したオリジナル什器の開発と積極的な提案販売を
展開いたします。 
 
３）物流機器事業他につきましては、他事業とのシナジーを生かして医薬・食品・自動車といった成長
分野をターゲットに、それぞれの市場特性に合った製品開発とソリューションの提案により売上拡大
と安定的な収益確保を目指します。なお、海外市場にも注力し、積極的な販売を展開してまいります。 
 
４）経営効率の推進 
製造原価低減を目指した新生産方式OPS(Okamura Production System)をグループ各社に展開し、さら
に強力に推進してまいります。また、従来から展開していました SCM（Supply Chain Management 
System）は、需要予測精度の向上による効率的生産を目指した第二次展開の効果が出始めており、対
象製品の拡大により、さらに棚卸資産効率の向上を目指してまいります。また、財務面におきまして
も資金調達手段の多様化に対応しつつ、有利子負債の圧縮に努めるなど、強固な経営基盤づくりを目
指します。 
 
５）環境への取り組みといたしましては、当社はグループを挙げて「環境」を経営の重要なテーマに位
置づけ、環境保全活動を展開しております。今後も環境配慮型の新製品開発をはじめ、「循環型社会」
に対応した事業活動に努めてまいります。 
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（４）会社の対処すべき課題 
 
経済社会の多様化、グローバル化など今後も変貌相次ぐ社会情勢のなか、業務改善委員会を定期的に 
開催して、変化に柔軟かつスピーディに対応し、成長性・収益性を維持向上するべく収益改善対策を積
み重ねてまいりました。 

今後の事業展開におきましては、「選択」と「集中」を中期経営戦略の柱に、成長育成事業分野には

積極的に経営資源の投入を図り、事業・組織の全般にわたり引き続きリストラクチャリングを展開して、

資本効率の向上に努め、収益性の高い企業体質を目指した経営改革を推進してまいります。 
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４．連結財務諸表 
 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円） 

前連結会計年度 

(平成18年3月31日) 

当連結会計年度 

(平成19年3月31日) 

期   別  

 

科   目 金  額 構成比 金  額 構成比 

 

比較増減 

（ 資 産 の 部 ）              (%)  (%)  

Ⅰ.流 動 資 産              

現 金 お よ び 預 金  ２４,６７６  １７,５１３  △７,１６３ 

受 取 手 形 お よ び 売 掛 金 ５４,９６５  ６２,１８６  ７,２２１ 

有 価 証 券  ５８４  ８０７  ２２２ 

た な 卸 資 産 １４,９３５  １５,３２６  ３９１ 

繰 延 税 金 資 産 １,６４７  １,９３６  ２８９ 

そ の 他 １,９４８  １,９２８  △２０ 

貸 倒 引 当 金 △１９８  △１４８  ４９ 

流 動 資 産 合 計 ９８,５５８ 53.0 ９９,５５１ 52.5 ９９２ 

Ⅱ.固 定 資 産              

1.有 形 固 定 資 産              

建 物 お よ び 構 築 物  １３,７９４  １５,３２０  １,５２６ 

機 械 装 置 お よ び 運 搬 具 ９,３１５  ９,４７３  １５８ 

土 地 ２１,４７１  ２１,７４４  ２７２ 

建 設 仮 勘 定 １０１  １２３  ２１ 

そ の 他 ２,８９４  ３,１１３  ２１９ 

有 形 固 定 資 産 合 計  ４７,５７７ 25.6 ４９,７７５ 26.2 ２,１９８ 

2.無 形 固 定 資 産         ２,７１８ 1.5 ２,９８９ 1.6 ２７１ 

3.投資その他の資産              

投 資 有 価 証 券  ２９,８３２  ２９,０９０  △７４２ 

敷 金 ４,０１０  ３,９６４  △４５ 

繰 延 税 金 資 産 ２,０１３  ２,０７４  ６０ 

そ の 他 １,３７４  ２,３８９  １,０１４ 

貸 倒 引 当 金 △１１７  △８１  ３６ 

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計  ３７,１１４ 19.9 ３７,４３８ 19.7 ３２４ 

固 定 資 産 合 計 ８７,４０９ 47.0 ９０,２０３ 47.5 ２,７９３ 

資 産 合 計 １８５,９６８ 100.0 １８９,７５４ 100.0 ３,７８５ 
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                        （単位：百万円） 
前連結会計年度 

(平成18年3月31日) 

当連結会計年度 

(平成19年3月31日) 

  期   別  

 

科   目 金  額 構成比 金  額 構成比 

 

比較増減 

（ 負 債 の 部 ）              (%)  (%)  

Ⅰ.流 動 負 債              

支 払 手 形 お よ び 買 掛 金 ５０,４９０  ４７,８５６ △２,６３３ 

短 期 借 入 金 ９,９００  ９,６００  △３００ 

1 年内に返済予定の長期借入金 １,６７０  ３,４４６  １,７７６ 

1 年 内 に償還予定の社債 ５,０００  －  △５,０００ 

未 払 法 人 税 等 １,５７８  ３,７６７  ２,１８９ 

未 払 消 費 税 等 ３３９  ４５４  １１４ 

賞 与 引 当 金 ２,７０９  ２,９７６  ２６６ 

そ の 他 ２,５７８  ３,４９４  ９１５ 

流 動 負 債 合 計 ７４,２６７ 39.9 ７１,５９５ 37.7 △２,６７１ 

Ⅱ.固 定 負 債              

社 債 ５,０００  １０,０００  ５,０００ 

長 期 借 入 金 ７,６７０  ４,８０１  △２,８６８ 

繰 延 税 金 負 債 ６,５０４  ６,１７３  △３３０ 

退 職 給 付 引 当 金 ９,３２１  ９,６３８  ３１７ 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 ５４４  １７  △５２７ 

連 結 調 整 勘 定 １３０  －  △１３０ 

そ の 他 １,８８９  ２,５５５  ６６６ 

固 定 負 債 合 計 ３１,０６０ 16.7 ３３,１８６ 17.5 ２,１２６ 

負 債 合 計 １０５,３２７ 56.6 １０４,７８２ 55.2 △５４５ 

少 数 株 主 持 分 ３,４９２ 1.9 － － － 

（ 資 本 の 部 ）                  

Ⅰ.資 本 金  １８,６７０ 10.0 － － － 

Ⅱ.資 本 剰 余 金 １６,７５９ 9.0 － － － 

Ⅲ.利 益 剰 余 金 ３２,１３５ 17.3 － － － 

Ⅳ.その他有価証券評価差額金 ９,９５３ 5.4 － － － 

Ⅴ.為 替 換 算 調 整 勘 定 △１５２ △0.1 － － － 

Ⅵ.自 己 株 式 △２１８ △0.1 － － － 

資 本 合 計 ７７,１４８ 41.5 － － － 

負 債 、 少 数 株 主 持 分 

お よ び 資 本 合 計 
１８５,９６８ 100.0 － － － 

（ 純 資 産 の 部 ）      

Ⅰ.株 主 資 本      

資 本 金 － － １８,６７０ 9.8 － 

資 本 剰 余 金 － － １６,７５９ 8.8 － 

利 益 剰 余 金 － － ３６,７９５ 19.4 － 

自 己 株 式 － － △２６９ △0.1 － 

株 主 資 本 合 計 － － ７１,９５６ 37.9 － 

Ⅱ.評 価 ・ 換 算 差 額 等      

その他有価証券評価差額金 － － ９,４６７ 5.0 － 

為 替 換 算 調 整 勘 定 － － △６９ △0.0 － 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 － － ９,３９８ 5.0 － 

Ⅲ.少 数 株 主 持 分 － － ３,６１７ 1.9 － 

純 資 産 合 計 － － ８４,９７１ 44.8 － 

負 債 お よ び 純 資 産 合 計 － － １８９,７５４ 100.0 － 
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（２）連結損益計算書 
（単位：百万円） 

前連結会計年度 

自 平成17年4月 1日 

至 平成18年3月31日 

当連結会計年度 

自 平成18年4月 1日 

至 平成19年3月31日 

 

比較増減 

期   別  

 

 

科   目 金   額 百分比 金   額 百分比 金   額 

  (％)  (％)  

Ⅰ.売 上 高 ２０２,２６６ 100.0 ２１３,８１３ 100.0 １１,５４７ 

Ⅱ.売 上 原 価 １３９,６４２ 69.0 １４７,５２６ 69.0 ７,８８４ 

売 上 総 利 益 ６２,６２４ 31.0 ６６,２８７ 31.0 ３,６６３ 

      

Ⅲ.販売費および一般管理費 ５３,５１２ 26.5 ５５,３７４ 25.9 １,８６２ 

営 業 利 益 ９,１１１ 4.5 １０,９１２ 5.1 １,８０１ 

      

Ⅳ.営 業 外 収 益  １,２１５ 0.6 １,２６８ 0.6 ５３ 

受 取 利 息 お よ び 配 当 金 ２８２  ３７３  ９０ 

連 結 調 整 勘 定 償 却 額 ７２  －  △７２ 

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 １４３  ２１９  ７６ 

そ の 他 ７１７  ６７５  △４１ 

Ⅴ.営 業 外 費 用  ５６２ 0.3 ６４２ 0.3 ７９ 

支 払 利 息 ３６９  ３９０  ２１ 

そ の 他 １９２  ２５１  ５８ 

経 常 利 益 ９,７６４ 4.8 １１,５３９ 5.4 １,７７４ 

      

Ⅵ.特 別 利 益  ５,０５４ 2.5 ５５ 0.0 △４,９９８ 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 ８２  ５  △７７ 

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 １２０  ５０  △６９ 

厚 生 年 金 基 金 代 行 返 上 益 ３,４９３  －  △３,４９３ 

適 格 年 金 終 了 益 １,３５７  －  △１,３５７ 

Ⅶ.特 別 損 失  ３５５ 0.1 ４３１ 0.2 ７６ 

固 定 資 産 除 却 損 ２３８  ２９９  ６０ 

投 資 有 価 証 券 売 却 損 ５  ７  １ 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 ５５  ４７  △８ 

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 １１  －  △１１ 

そ の 他 ４３  ７７  ３４ 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 １４,４６３ 7.2 １１,１６３ 5.2 △３,３００ 

      

法 人 税 、 住 民 税 お よ び 事 業 税 ３,５６８ 1.8 ５,２３６ 2.4 １,６６７ 

法 人 税 等 調 整 額 ２,３３０ 1.2 △３４７ △0.2 △２,６７７ 

少 数 株 主 利 益 ２５６ 0.1 １４１ 0.1 △１１４ 

      

当 期 純 利 益 ８,３０７ 4.1 ６,１３２ 2.9 △２,１７５ 
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（３）連結剰余金計算書および連結株主資本等変動計算書 
 
１．連結剰余金計算書                       （単位：百万円） 

前連結会計年度 

自 平成17年4月  1日 

至 平成18年3月31日 

期   別  

 

 

 

科   目 金     額 

（資本剰余金の部）   

Ⅰ.資 本 剰 余 金 期 首 残 高  １６,７５９ 

Ⅱ.資 本 剰 余 金 期 末 残 高  １６,７５９ 

（利益剰余金の部）   

Ⅰ.利 益 剰 余 金 期 首 残 高  ２５,０８９ 

Ⅱ.利 益 剰 余 金 増 加 高  ８,３０７ 

  当 期 純 利 益  ８,３０７ 

Ⅲ.利 益 剰 余 金 減 少 高  １,２６２ 

  配 当 金 １,２６２ 

Ⅳ.利 益 剰 余 金 期 末 残 高  ３２,１３５ 

 
２．連結株主資本等変動計算書 
当連結会計年度（自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日）                                         （単位：百万円） 

株主資本 評価・換算差額等  

資本金 
資本 

剰余金 

利益 

剰余金 
自己株式 

株主資本 

合 計 

その他有 

価証券評 

価差額金 

為替換算 

調整勘定 

評価・換算 

差額等 

合 計 

少数株主 

持分 

純資産 

合 計 

平成18年3月31日残高 18,670 16,759 32,135 △218 67,346 9,953 △152 9,801 3,492 80,641 

連結会計年度中の変動額           

剰余金の配当   △1,457  △1,457     △1,457 

役員賞与   △14  △14     △14 

当期純利益   6,132  6,132     6,132 

自己株式の取得    △51 △51     △51 

株主資本以外の項目の 

連結会計年度中の変動 

額(純額) 

    － △486 83 △403 124 △278 

連結会計年度中の変動額合計 － － 4,660 △51 4,609 △486 83 △403 124 4,330 

平成19年3月31日残高 18,670 16,759 36,795 △269 71,956 9,467 △69 9,398 3,617 84,971 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 
 

（単位：百万円） 
期    別  

 
科    目 

前連結会計年度 
自平成17年4月 1日 
至平成18年3月31日 

当連結会計年度 
自平成18年4月 1日 
至平成19年3月31日 

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー  
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 
減 価 償 却 費 
固 定 資 産 除 却 損 
持 分 法 に よ る 投 資 損 益 
連 結 調 整 勘 定 償 却 額 
貸 倒 引 当 金 増 減 額 
賞 与 引 当 金 増 減 額 
退 職 給 付 引 当 金 増 減 額 
厚 生 年 金 基 金 代 行 返 上 益 
適 格 年 金 終 了 益 
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 増 減 額 
受 取 利 息 お よ び 配 当 金 
支 払 利 息 
投 資 有 価 証 券 売 却 損 益 
投 資 有 価 証 券 評 価 損 
売 上 債 権 の 増 減 額 
た な 卸 資 産 の 増 減 額 
仕 入 債 務 の 増 減 額 
そ の 他 

 
１４,４６３ 
４,８８５ 
２３０ 
△１４３ 
△７２ 
△２１８ 
△１４５ 
△１,９３４ 
△３,４９３ 
△１,３５７ 
２５ 
△２８２ 
３６９ 
△７７ 
５５ 

１,１１３ 
△１,１５５ 
１,０８２ 
△３１ 

 
１１,１６３ 
５,０６１ 
２９３ 
△２１９ 
－ 
△８５ 
２６６ 
３１７ 
－ 
－ 
７ 

△３７３ 
３９０ 
２ 
４７ 

△７,２２１ 
△３９３ 
△２,８２３ 
１,０１６ 

小     計 １３,３１３ ７,４５０ 
利 息 ・ 配 当 金 の 受 取 額 
利 息 の 支 払 額 
法 人 税 等 の 支 払 額 

３２２ 
△３４８ 
△４,３５３ 

３９３ 
△３９４ 
△３,０６０ 

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー  ８,９３３ ４,３８９ 
Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー  
定 期 預 金 の 預 入 
定 期 預 金 の 払 戻 
有 形 固 定 資 産 の 取 得 
有 形 固 定 資 産 の 売 却 
無 形 固 定 資 産 の 取 得 
投 資 有 価 証 券 の 取 得 
投 資 有 価 証 券 の 売 却 
新規連結子会社の株式取得による支出 
そ の 他 

 
△５,０８５ 
５,１３６ 
△３,９３４ 
５９ 

△１,３９２ 
△４８４ 
４１５ 
△７４ 
７５ 

 
△６,３８５ 
７,２４５ 
△６,７７６ 
１１ 
△８９３ 
△４０ 
１３ 
－ 
△４ 

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー  △５,２８４ △６,８３０ 
Ⅲ．財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー  
短 期 借 入 金 の 増 減 額 
長 期 借 入 に よ る 収 入 
長 期 借 入 金 の 返 済 
社 債 の 発 行 
社 債 の 償 還 
自 己 株 式 の 取 得 
親 会 社 に よ る 配 当 金 支 払 額 
少 数 株 主 へ の 配 当 金 支 払 額 

 
△７,０００ 
５,２００ 
△３,９４０ 
５,０００ 
－ 
△５０ 

△１,２６２ 
△１６ 

 
△３００ 
６００ 

△１,６９２ 
５,０００ 

    △５,０００ 
△４８ 

△１,４５７ 
△１６ 

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー  △２,０６８ △２,９１５ 
Ⅳ．現金および現金同等物に係る換算差額  ２１ ２３ 
Ⅴ．現 金 お よ び 現 金 同 等 物 の 増 減 額  １,６０２ △５,３３１ 
Ⅵ．現 金 お よ び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高  ２０,４２６ ２２,０２８ 
Ⅶ．現 金 お よ び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高  ２２,０２８ １６,６９７ 
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（５）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

前連結会計年度 
自平成17年4月 1日 
至平成18年3月31日 

当連結会計年度 
自平成18年4月 1日 
至平成19年3月31日 

１．退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末におけ
る退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当連結会
計年度末において発生していると認められる額を計上してお
ります。過去勤務債務については、その発生時の従業員の平
均残存勤務期間以内の一定の年数（14 年および 15 年）によ
る按分額を発生した連結会計年度より費用処理しておりま
す。数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時
の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14 年および
15 年）による按分額を発生の翌連結会計年度より費用処理し
ております。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
２．役員退職慰労引当金 
当社および主要な子会社の役員の退職慰労金の支給に備え
るため、内規に基づく連結会計年度末要支給額を計上してお
ります。 
 
 
 

 

１．退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末におけ
る退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当連結会
計年度末において発生していると認められる額を計上してお
ります。過去勤務債務については、その発生時の従業員の平
均残存勤務期間以内の一定の年数（14 年）による按分額を発
生した連結会計年度より費用処理しております。数理計算上
の差異については、各連結会計年度の発生時の従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の年数（14 年）による定率法により
発生の翌連結会計年度より費用処理しております。 
（会計処理の変更） 
数理計算上の差異は、従来、定額法により費用処理してい
ましたが、厚生年金基金の代行返上および確定拠出年金制度
への一部移行など退職金の大幅な制度変更を行ったことを機
に、早期償却による財務体質の健全化を図るため、当連結会
計年度より定率法に変更しております。 
この変更により、従来の方法と比較して、営業利益、経常
利益、および税金等調整前当期純利益が 95 百万円減少してお
ります。 
 
２．役員退職慰労引当金 
連結子会社の一部は役員の退職慰労金の支給に備えるた
め、内規に基づく連結会計年度末要支給額を計上しておりま
す。 
（追加情報） 
平成18年5月開催の取締役会において、平成18年6月開催の定時株主
総会終結時をもって役員退職慰労金制度を廃止することを決議いたしま
した。なお、同定時株主総会において、総会終結の時までの在任年数を
もとに、廃止前の基準に基づき退任時に支給することを決議しており、
当該金額535百万円については、固定負債の「その他」に含めて表示して
おります。 
 

 
なお、上記の退職給付引当金および役員退職慰労引当金以外は、最近の有価証券報告書（平成18年6月29日提出）における記載から重
要な変更がないため開示を省略します。 
 
 

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
 
（連結貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 
当連結会計年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成 17 年 12 月 9 日 企業会計
基準第5号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会 平成17 年 12 月 9 日 企
業会計基準適用指針第 8号）を適用しております。 
なお、従来の資本の部の合計に相当する金額は、81,354百万円であります。 
 

 

（７）表示方法の変更 
 
（連結貸借対照表） 
「連結調整勘定」は、当連結会計年度より「負ののれん」（当連結会計年度末残高 58 百万円）として、固定負債「そ
の他」に含めて表示しております。 

 
（連結損益計算書） 
「連結調整勘定償却額」は、当連結会計年度より「負ののれん償却額」（当連結会計年度 72 百万円）として、営業外
収益「その他」に含めて表示しております。 
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（連結キャッシュ・フロー計算書） 
「連結調整勘定償却額」は、当連結会計年度より「負ののれん償却額」（当連結会計年度 72 百万円）として、営業活
動によるキャッシュ・フロー「その他」に含めて表示しております。 

 
 

（８）追加情報 
 

前連結会計年度 
自平成17年4月 1日 
至平成18年3月31日 

当連結会計年度 
自平成18年4月 1日 
至平成19年3月31日 

１．厚生年金基金の代行返上 
当社および主要な国内連結子会社の加入する岡村製作所
厚生年金基金は、確定給付年金法の施行にともない、厚生年
金基金の代行部分について、平成 17 年 10 月 1 日に厚生労働
大臣より過去分返上の認可を受け、平成 18 年 3 月 17 日に返
還額（最低責任準備金）の現金納付を完了しました。これに
より、特別利益として 3,493 百万円を計上しております。 
２．適格年金制度の変更 
当社および主要な国内連結子会社の加入する適格退職年
金制度は、平成18 年 3 月 20 日に終了し、新たに導入しまし
た確定拠出年金制度と制度変更を行った退職一時金からな
る退職給付制度に移行しました。これにより、特別利益とし
て 1,357 百万円を計上しております。 
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（９）連結財務諸表に関する注記事項 
 

（連結貸借対照表関係） 
 
 前連結会計年度 当連結会計年度 
 （平成18年3月31日） （平成19年3月31日） 
 (百万円) (百万円) 
１．有形固定資産の減価償却累計額 
 ８２,３６６ ８３,６０６ 

 
２．投資有価証券に含まれる関連会社の株式等 
 １,０４６ １,３００ 

 
 ３．担保資産および担保付債務 
  担保資産 
  建物および構築物 ３,１６５ ２,９０８ 
  土地 ７,２６９ ７,２６９ 

合計 １０,４３４ １０,１７７ 
  担保資産に対応する債務 
  短期借入金 ２,０００ ２,０００ 

 
４．当社の発行済株式総数 
普通株式 １１２,３９１千株 － 

 
５．連結会社および持分法を適用した関連会社が保有する自己株式の数 
普通株式 ３６０千株 － 

 
６．連結会計年度末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。
なお、連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が、連結会計年度
末残高から除かれております。 
受取手形 － ５８１ 
支払手形 － １,６４８ 

 
 

（連結損益計算書関係） 
 
 前連結会計年度 当連結会計年度 
 自平成17年4月 1日 

至平成18年3月31日 
自平成18年4月 1日 
至平成19年3月31日 

 (百万円) (百万円) 
１．販売費および一般管理費のうち主要な費目および金額 
販 売 費 ２,８８２ ３,２２６ 

運 送 梱 包 費 １０,７４９ １１,３６３ 

給 与 手 当 １４,６５７ １５,４１６ 

賞 与 引 当 金 繰 入 額 １,７８９ １,９６１ 

退 職 給 付 費 用 １,４６０ ９３３ 

減 価 償 却 費 １,５７５ １,５４０ 

賃 借 料 ６,４９３ ６,６７１ 

 
２．一般管理費および当期製造費用に含まれる研究開発費 
 ９５７ ９９６ 

 
３．固定資産除却損の内訳 
建物および構築物 １５ ５３ 
機械装置および運搬具 １４３ １５５ 
その他 ７９ ９０ 
合   計 ２３８ ２９９ 
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（連結株主資本等変動計算書関係） 
 
当連結会計年度（自 平成 18 年 4 月 1 日 至 平成 19 年 3 月 31 日） 
 
１．発行済株式に関する事項 

 
 
 

 
２．自己株式に関する事項 

 
 
 

（変動事由の概要） 
増加数の主な内訳は、次の通りであります。 
単元未満株式の買取りによる増加 38 千株 
持分法適用会社が取得した自己株式（当社株式）の当社帰属分 2 千株 

 
３．配当に関する事項 
（１）配当金支払額 

 
 
 
 
 
 
 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの（予定） 
 
 
 
 

 
 
 
（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
 
現金および現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係 

 
 前連結会計年度  当連結会計年度 
 自平成17年4月 1日 

至平成18年3月31日 
 自平成18年4月 1日 
至平成19年3月31日 

 (百万円)  (百万円) 
現金および預金勘定 ２４,６７６  １７,５１３ 
預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △３,２３１  △１,４７１ 
取得日から３ヶ月以内に償還期限の 
到来する短期投資（有価証券） 

５８４  ６５５ 

    
現金および現金同等物 ２２,０２８  １６,６９７ 

 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 
普通株式（千株） １１２,３９１ － － １１２,３９１ 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 
普通株式（千株） ３６０ ４０ － ４００ 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
 （百万円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年6月29日 
定時株主総会 

普通株式 ７８５ ７．００ 平成18年3月31日 平成18年6月30日 

平成18年11月10日 
取締役会 

普通株式 ６７２ ６．００ 平成18年9月30日 平成18年12月8日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年6月28日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 １,００９ ９．００ 平成19年3月31日 平成19年6月29日 
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（セグメント情報） 
 
１．事業の種類別セグメント情報 
  前連結会計年度（自 平成 17 年 4 月 1 日 至 平成 18 年 3 月 31 日） 

（単位：百万円） 
セグメント 

科 目 
オフィス環境
事 業 

商 環 境 
事 業 

物流機器 
事業他 

合  計 
消去または
全 社 

連  結 

Ⅰ．売上高および営業損益 
売 上 高 

 
 

     

（1）外部顧客に対する売上高 １２２,２２８ ６６,８３６ １３,２０１ ２０２,２６６ －  ２０２,２６６ 

（2）セグメント間の内部 
売上高または振替高 

－ － － － （－） － 

合     計 １２２,２２８ ６６,８３６ １３,２０１ ２０２,２６６ （－） ２０２,２６６ 

営 業 費 用 １１４,９６１ ６５,９５７ １２,２３５ １９３,１５４ （－） １９３,１５４ 

営 業 利 益 ７,２６７ ８７９ ９６５ ９,１１１ （－） ９,１１１ 

Ⅱ．資産､減価償却費および 
資本的支出 

資  産 

 
 

８５,４６５ 

 
 

３８,４３９ 

 
 

１０,０５８ 

 
 

１３３,９６３ 

 
 

５２,００４ 

 
 

１８５,９６８ 

減 価 償 却 費 ３,４０５ １,１４７ ３３２ ４,８８５ （－） ４,８８５ 

資 本 的 支 出 ３,７３４ ８４９ ６７１ ５,２５５ １ ５,２５７ 

 
当連結会計年度（自 平成 18 年 4 月 1 日 至 平成 19 年 3 月 31 日） 

（単位：百万円） 
セグメント 

科 目 
オフィス環境
事 業 

商 環 境 
事 業 

物流機器 
事業他 

合  計 
消去または 
全 社 

連  結 

Ⅰ．売上高および営業損益 
売 上 高 

 
 

     

（1）外部顧客に対する売上高 １３１,２４５ ６６,３２５ １６,２４２ ２１３,８１３ －  ２１３,８１３ 

（2）セグメント間の内部 
売上高または振替高 

－ － － － （－） － 

合     計 １３１,２４５ ６６,３２５ １６,２４２ ２１３,８１３ （－） ２１３,８１３ 

営 業 費 用 １２２,１８２ ６５,４７７ １５,２４１ ２０２,９００ （－） ２０２,９００ 

営 業 利 益 ９,０６３ ８４８ １,０００ １０,９１２ （－） １０,９１２ 

Ⅱ．資産､減価償却費および 
資本的支出 

資  産 

 
 

８６,０６７ 

 
 

４０,６５１ 

 
 

１１,５６０ 

 
 

１３８,２８０ 

 
 

５１,４７４ 

 
 

１８９,７５４ 

減 価 償 却 費 ３,５０５ １,０９５ ４６０ ５,０６１ （－） ５,０６１ 

資 本 的 支 出 ６,４２４ ８７６ ５９６ ７,８９７ （－） ７,８９７ 

 
   
（注）１．事業区分の方法 
     連結会社の事業活動における製品（役務提供を含む）の種類・性質および販売市場等の類似性を勘案し

て区分しております。 
 
２．各事業区分の主要製品 
事 業 区 分 主  要  製  品 

オフィス環境事業 
オフィス家具、公共施設用家具、各種間仕切、研究施設用家具、セキュリティ製品、
ＳＯＨＯ家具 

商 環 境 事 業 店舗用商品陳列棚、冷凍・冷蔵ショーケース、店舗カウンター 

物流機器事業他 
工場・倉庫用物品保管棚、物流自動機器・装置、産業車輌・建設機器用流体変速機、
不動産賃貸、保険 

 
３．資産のうち消去または全社の項目に含めた全社資産の主なものは現預金および投資有価証券等であり、 
金額は下記のとおりであります。 
前連結会計年度   ５２,００４百万円 
当連結会計年度   ５１,４７４百万円 
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２．所在地別セグメント情報 
全セグメントの売上高の合計および全セグメントの資産の金額の合計額に占める「日本」の割合がいずれも
90％を越えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております｡ 

 
３．海外売上高 
海外売上高が、連結売上高の 10％未満のため､海外売上高の記載を省略しております｡ 

 

 
（リース取引関係） 
   

所有権移転外のファイナンス・リース取引 
１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および期末残高相当額 

 前連結会計年度 当連結会計年度 
 自平成17年4月 1日 

至平成18年3月31日 
自平成18年4月 1日 
至平成19年3月31日 

 (百万円) (百万円) 
取 得 価 額 相 当 額 ８５０ ７４０ 
減 価 償 却 累 計 額 相 当 額 ５６６ ５００ 
期 末 残 高 相 当 額                                 ２８４ ２３９ 
 
２．未経過リース料期末残高相当額 
1 年 内 １７２ １７４ 
1 年 超 ２８７ ２２７ 
合 計 ４５９ ４０１ 
 
３．支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相当額 
支 払 リ ー ス 料 ３７７ ２０３ 
減 価 償 却 費 相 当 額 ２８７ ２１８ 
支 払 利 息 相 当 額 ２７ ８ 

 
４．減価償却費相当額および利息相当額の算定方法 
減価償却費相当額の算定方式は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を１０％として定率法により求めた
償却費に１０／９を乗ずる方法によっております。 
利息相当額の算定方法は、リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期へ
の配分方法については、利息法によっております。  
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（関連当事者との取引） 
 
前連結会計年度(自 平成 17 年 4 月１日  至 平成 18 年 3 月 31 日) 
 
役員および個人主要株主等  

関係内容 
属性 氏名 住所 

資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等 
の所有 
(被所有)割合 
(％) 

役員の 
兼任等 

事業上 
の関係 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 

役員 小塚睦実 ― ― 

当社取締役、三
菱商事㈱代表
取締役常務執
行役員 

なし ― ― 
三菱商事㈱
への商品の
販売(注)２ 

20,918 売掛金 4,585 

(注) 1. 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 
    2. 販売価格等については、一般的取引条件と同様に決定しております。 
 
当連結会計年度(自 平成 18 年 4 月１日  至 平成 19 年 3 月 31 日) 
 
役員および個人主要株主等  

関係内容 
属性 氏名 住所 

資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等 
の所有 
(被所有)割合 
(％) 

役員の 
兼任等 

事業上 
の関係 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 

役員 小塚睦実 ― ― 

当社取締役、三
菱商事㈱代表
取締役常務執
行役員 

なし ― ― 
三菱商事㈱
への商品の
販売(注)２ 

20,393 売掛金 3,989 

(注) 1. 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 
    2. 販売価格等については、一般的取引条件と同様に決定しております。 
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（税効果会計関係） 
 
１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 前連結会計年度 当連結会計年度 
 （平成18年3月31日） （平成19年3月31日） 
  （百万円）  （百万円）  

 （１）流動の部 
繰延税金資産   
 賞与引当金損金算入限度超過額 １,０９４ １,２１１ 
 未払社会保険料否認 １１９ １３２ 
 未払事業税否認 １５１ ３１１ 
 製品評価損否認 １０９ ９９ 
 その他 ３３５ １９５ 
繰延税金資産 小計 １,８１０ １,９５０ 
評価性引当額 △１６３ △１３ 
繰延税金資産 合計 １,６４７ １,９３６ 

 
(２)固定の部 
繰延税金負債   
 圧縮記帳積立金 ３,７０２ ３,６３１ 
 その他有価証券評価差額金 ６,８３２ ６,５００ 
繰延税金負債 合計 １０,５３４ １０,１３１ 
繰延税金資産との相殺 △４,０３０ △３,９５８ 
繰延税金負債の純額 ６,５０４  ６,１７３  

 
繰延税金資産   
 退職給付引当金損金算入限度超過額 ４,７２７ ４,９２０ 
 有形固定資産未実現利益 ７４４ ７４４ 
 役員退職慰労引当金否認 ２２１ － 
 未払役員退職慰労金否認 － ２２４ 
 ゴルフ会員権評価損否認 １５９ １６２ 
 その他 １８９ ４５９ 
繰延税金資産 小計 ６,０４３ ６,５１２ 
評価性引当額 － △４７９ 
繰延税金資産 合計 ６,０４３ ６,０３２ 
繰延税金負債との相殺 △４,０３０ △３,９５８ 
繰延税金資産の純額 ２,０１３ ２,０７４ 

 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 前連結会計年度 当連結会計年度 
 （平成18年3月31日） （平成19年3月31日） 
   
 法定実効税率 40.7% 40.7% 
 （調整）   
 交際費等永久に損金に算入されない項目 1.6  2.0  
 受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.4  △0.8  
 住民税均等割等 0.7  0.9  
 試験研究費等の特別税額控除 △0.6  △0.3  
 評価性引当額  －     3.2  
 その他 △1.2  △1.9  
税効果会計適用後の法人税等の負担率 40.8% 43.8% 
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（有価証券関係） 
 
１．その他有価証券で時価のあるもの 

（単位：百万円） 

前連結会計年度 
（平成 18 年 3 月 31 日） 

当連結会計年度 
（平成 19 年 3 月 31 日） 

 
区  分 

取得原価 

連結決算日 
における 
連結貸借対照
表計上額 

差額 取得原価 

連結決算日 
における 
連結貸借対照
表計上額 

差額 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

    

 ① 株式 9,721 26,574  16,852  9,413 25,598  16,185  
 ② 社債 149 155  5  149 151  1  
小  計 9,871 26,729  16,858  9,562 25,750  16,187  

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

    

 ① 株式 766 697  △69  1,082 863  △219  
 ② その他 48 46  △1  48 45  △2  
小  計 814 743  △70  1,131 909  △221  
合  計 10,686 27,473  16,787  10,694 26,659  15,965  

 
 
２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

（単位：百万円） 

前連結会計年度 
（平成 18 年 3 月 31 日） 

当連結会計年度 
（平成 19 年 3 月 31 日）  

区  分 
売却額 

売却益の 
合計額 

売却損の 
合計額 

売却額 
売却益の 
合計額 

売却損の 
合計額 

 ① 株式 39 1  2  13 5  7  
 ② その他 375 81  3  0 －  －  
合  計 415 82  5  13 5  7  

 
 
３．時価評価されていない有価証券 

（単位：百万円） 
前連結会計年度 
（平成 18 年 3 月 31 日） 

当連結会計年度 
（平成 19 年 3 月 31 日）  

区  分 連結貸借対照表 
計上額 

連結貸借対照表 
計上額 

その他有価証券  
 Ｍ・Ｍ・Ｆ 483  554 
 中期国債ファンド 100  100 
 非上場株式(店頭売買株式を除く) 313  282 
 優先出資証券 1,000  1,000 

合  計 1,897  1,938 
 
 
４．その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額 

（単位：百万円） 

区  分 １年以内 １年超５年以内 ５年超 10 年以内 10 年超 

債  券   
 社債 150 －  －  － 
合  計 150 －  －  － 
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（デリバティブ取引関係） 
 
デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益の状況 

（単位：百万円） 
前連結会計年度 

（平成 18 年 3 月 31 日現在） 
当連結会計年度 

（平成 19 年 3 月 31 日現在） 
 
対象物 
の種類 
 

 
取引の種類 
 契約額等 時 価 評価損益 契約額等 時 価 評価損益 

通貨 為替ｵﾌﾟｼｮﾝ  390 1  1  82  9  9 
             
合    計  390   1  1  82  9  9 

 
（注） １．上記の取引はコールオプションの買建とプットオプションの売建の組合せにより、為替リスクを限定する効果を 

有するカラー取引であります。 
２．契約額等は連結会計年度末における外貨建の未決済残高を直物為替相場により換算して計上しております。 
３．時価については取引会社から提示された価格によっております。 
４．ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。 

 
 

（退職給付関係） 
 
1．採用している退職給付制度の概要 
当社および国内連結子会社 5 社は、確定拠出年金制度および確定給付型の退職一時金からなる退職給付制度を
設けております。従来は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、適格退職年金制度および退職一時金制
度を設けておりましたが、厚生年金基金は確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、
平成 17 年 10 月 1 日に過去分返上の許可を受け、平成 18 年 3 月 17 日に返還額（最低責任準備金）の現金納付を
完了しました。また、代行返上後の確定給付年金において退職給付信託を設定しております。 
また当社および主要な国内連結子会社の加入する適格退職年金制度は、平成 18 年 3 月 20 日に終了し、新たに
導入しました確定拠出年金制度と制度変更を行った退職一時金からなる退職給付制度に移行しております。 
 

２．退職給付債務に関する事項                                   
（単位：百万円） 

  前連結会計年度 
(平成 18 年 3 月 31 日) 

当連結会計年度 
(平成 19 年 3 月 31 日) 

イ 退職給付債務 △１８,０５６ △１６，５１９ 
ロ 年金資産 ９,７３０ １０，５８２ 
ハ 未積立退職給付債務（イ＋ロ） △８,３２５ △５，９３６ 
ニ 未認識数理計算上の差異 ２,３４８ △６１５ 
ホ 未認識過去勤務債務    △３,３４４ △３，０８６ 
ヘ 連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ） △９,３２１ △９，６３８ 
ト 前払年金費用 － － 
チ 退職給付引当金（ヘ－ト） △９,３２１ △９，６３８ 
 (注) 「退職給付引当金」は、当社

の個別貸借対照表において
｢前払年金費用｣820 百万円を
相殺した金額であります。 

「退職給付引当金」は、当社の
個別貸借対照表において｢前払
年金費用｣1,396 百万円を相殺
した金額であります。 
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３．退職給付費用に関する事項  
                                  （単位：百万円） 

  前連結会計年度 
自平成17年4月 1日 
至平成18年3月31日 

当連結会計年度 
自平成18年4月 1日 
至平成19年3月31日 

イ 勤務費用   (注) １,４８９ ８３５ 
ロ 利息費用 １,０３７ ３５８ 
ハ 期待運用収益 △６５４ △１９４ 
ニ 数理計算上の差異の費用処理額 ７１６ ３５４ 
ホ 過去勤務債務の費用処理額 △４１２ △２５７ 
へ 確定拠出年金掛金 ２８ ３４２ 
ト 退職給付費用 ２,２０５ １，４３８ 
チ 厚生年金基金代行返上益 △３,４９３ － 
リ 適格年金終了益 △１,３５７ － 
 合 計 △２,６４５ １，４３８ 
 (注) 厚生年金基金に対する従業員

拠出額を控除しております。 
(注)    同左 

 
４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項  
 

 前連結会計年度 
自平成17年 4月 1日 
至平成18年3月31日 

当連結会計年度 
自平成18年 4月 1日 
至平成19年3月31日 

イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 
ロ．割引率 ２.０％ ２.０％ 
ハ．期待運用収益率 ２.５％ ２.５％ 
ニ．数理計算上の差異の処理年数 １４年および１５年 

（発生時の従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数(14 年および 15
年)による按分額を発生の翌連結会
計年度より費用処理しております。） 

１４年 
（発生時の従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数(14 年)による定
率法により発生の翌連結会計年度よ
り費用処理しております。） 

ホ．過去勤務債務の額の処理年数 １４年および１５年 
（発生時の従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数(14 年および 15
年)による按分額を発生した連結会
計年度より費用処理しております。） 

１４年 
（発生時の従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数(14 年)による按
分額を発生した連結会計年度より費
用処理しております。） 
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（１株当たり情報） 

 

項目 
前連結会計年度 
自平成17年 4月 1日 

至平成18年3月31日 

当連結会計年度 
自平成18年 4月 1日 

至平成19年3月31日 

１株当たり純資産額 688.63 円  726.44 円  
１株当たり当期純利益 74.14 円  54.75 円  
     
 なお、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益については、潜在

株式がないため、記載しており

ません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式

がないため、記載しておりませ

ん。 

（注）算定上の基礎 
１. １株当たり純資産額 

項目 
前連結会計年度 
（平成 18 年 3 月 31 日） 

当連結会計年度 
（平成 19 年 3 月 31 日） 

純資産の部の合計額 － 84,971 百万円  
普通株式に係る純資産額  81,354 百万円  
差額の主な内訳   
 少数株主持分 － 3,617 百万円  
普通株式の発行済株式数 － 112,391 千株  
普通株式の自己株式数 － 400 千株  
１株当たり純資産額の算定に用いられた 
普通株式の数 

－ 111,990 千株  

 
２. １株当たり当期純利益 

項目 
前連結会計年度 
自平成17年4月 1日 

至平成18年3月31日 

当連結会計年度 
自平成18年 4月 1日 

至平成19年3月31日 

当期純利益 8,307 百万円  6,132 百万円  
普通株式に係る当期純利益 8,307 百万円  6,132 百万円  
普通株主に帰属しない金額 －   －  

普通株式の期中平均株式数 112,059 千株  112,008 千株  

 
 
（重要な後発事象） 
 
該当事項はありません。 
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５．個別財務諸表 
 （１）貸借対照表  

（単位：百万円） 
前事業年度 
(平成18年3月31日) 

当事業年度 
(平成19年3月31日) 

        期   別  
 
科   目 金 額 構成比 金 額 構成比 

 
比較増減 

（ 資 産 の 部 ）  (％)  (％)  

Ⅰ．流 動 資 産      

現 金 お よ び 預 金 １５,５０１  １２,５１１  △２,９９０ 

受 取 手 形 ７,１１５  １０,３５５  ３,２４０ 

売 掛 金 ４７,３６２  ５１,２７１  ３,９０９ 

有 価 証 券 １２１  １２１  ０ 

製 品 １１,５２６  １１,９８３  ４５６ 

仕 掛 品 ６０３  ７０１  ９８ 

原 材 料 １,３８５  １,４３６  ５０ 

貯 蔵 品 １７８  １９９  ２０ 

前 払 費 用 ７３９  ６６５  △７４ 

未 収 入 金 ５４４  ６１１  ６７ 

繰 延 税 金 資 産 １,２８１  １,６１４  ３３３ 

そ の 他 １,０２２  １,０１３  △８ 

貸 倒 引 当 金 △１９２  △４３３  △２４１ 

流 動 資 産 合 計 ８７,１９１ 51.5 ９２,０５４ 52.4 ４,８６２ 

      

Ⅱ.固 定 資 産      

１．有形固定資産      

建 物 １１,５１２  １３,１１０  １,５９８ 

構 築 物 ７５１  ７１３  △３８ 

機 械 お よ び 装 置 ６,６２１  ６,６２０  △１ 

車 輌 お よ び 運 搬 具 ２０１  ２１２  １０ 

工 具 器 具 お よ び 備 品 １,９７２  ２,１１６  １４３ 

土 地 ２０,７１４  ２０,９８７  ２７２ 

建 設 仮 勘 定 ９９  ３７  △６１ 

有 形 固 定 資 産 合 計 ４１,８７３ 24.8 ４３,７９８ 24.9 １,９２５ 

２．無形固定資産      

営 業 権 ２７７  －  △２７７ 

特 許 権 １５  －  △１５ 

ソ フ ト ウ ェ ア １,５６１  １,７４７  １８６ 

そ の 他 ９１７  １,１５１  ２３４ 

無 形 固 定 資 産 合 計 ２,７７２ 1.6 ２,８９９ 1.7 １２７ 

３．投資その他の資産      

投 資 有 価 証 券 ２８,６１３  ２７,７６２  △８５１ 

関 係 会 社 株 式 ３,８５３  ３,８４７  △６ 

敷 金 ３,８０９  ３,７８５  △２４ 

そ の 他 １,２９６  １,５０８  ２１２ 

貸 倒 引 当 金 △１１７  △８０  ３６ 

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 ３７,４５６ 22.1 ３６,８２３ 21.0 △６３３ 

固 定 資 産 合 計 ８２,１０１ 48.5 ８３,５２１ 47.6 １,４１９ 

      

資   産   合   計 １６９,２９３ 100.0 １７５,５７６ 100.0 ６,２８２ 
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（単位：百万円） 
前事業年度 
(平成18年3月31日) 

当事業年度 
(平成19年3月31日) 

        期   別  
 
科   目 金 額 構成比 金 額 構成比 

 
比較増減 

（ 負 債 の 部 ）  (％)  (％)  

Ⅰ．流 動 負 債      

支 払 手 形 １６,８５４  １６,６１０  △２４４ 

買 掛 金 ３３,７９４  ３１,６７３  △２,１２０ 

短 期 借 入 金 ９,４００  ９,４００  － 

関 係 会 社 短 期 借 入 金 －  ４,０００  ４,０００ 

１年内に返済予定の長期借入金 １,６７０  ３,４１０  １,７４０ 

１ 年 内 に 償 還 予 定 の 社 債 ５,０００  －  △５,０００ 

未 払 金 ４６４  ７３２  ２６８ 

未 払 法 人 税 等 １,１６２  ３,０８８  １,９２５ 

未 払 消 費 税 等 ２０５  ３４７  １４１ 

未 払 費 用 １,３５０  １,６３３  ２８３ 

前 受 金 ９５  ２９４  １９９ 

預 り 金 １０９  １１０  １ 

賞 与 引 当 金 ２,０６８  ２,２６４  １９６ 

流 動 負 債 合 計 ７２,１７５ 42.6 ７３,５６５ 41.9 １,３８９ 

      

Ⅱ.固 定 負 債      

社 債 ５,０００  １０,０００  ５,０００ 

長 期 借 入 金 ７,６７０  ４,７６０  △２,９１０ 

繰 延 税 金 負 債 ６,４６５  ６,１３４  △３３１ 

退 職 給 付 引 当 金 ６,１１７  ６,２９８  １８０ 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 ４４３  －  △４４３ 

長 期 預 り 金 １,８８９  １,９６１  ７２ 

そ の 他 －  ４４７  ４４７ 

固 定 負 債 合 計 ２７,５８６ 16.3 ２９,６０２ 16.9 ２,０１５ 

      

負   債   合   計 ９９,７６２ 58.9 １０３,１６７ 58.8 ３,４０５ 
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（単位：百万円） 
前事業年度 
(平成18年3月31日) 

当事業年度 
(平成19年3月31日) 

  期   別  
 
科   目 金  額 構成比 金  額 構成比 

 
比較増減 

（ 資  本  の  部 ）  (%)  (%)  

Ⅰ.資 本 金  １８,６７０ 11.0 － － － 

Ⅱ.資 本 剰 余 金      

資 本 準 備 金 １６,７５９  －  － 

資 本 剰 余 金 合 計 １６,７５９ 9.9 － － － 

Ⅲ.利 益 剰 余 金      

利 益 準 備 金 １,８７４  －  － 

圧 縮 記 帳 積 立 金 ５,４３４  －  － 

別 途 積 立 金 ４,１８０  －  － 

任 意 積 立 金 合 計 ９,６１４  －  － 

当 期 未 処 分 利 益 １２,８３４  －  － 

利 益 剰 余 金 合 計 ２４,３２３ 14.4 － － － 

Ⅳ.その他有価証券評価差額金 ９,９４４ 5.9 － － － 

Ⅴ.自 己 株 式 △１６７ △0.1 － － － 

資 本 合 計 ６９,５３１ 41.1 － － － 

負 債 お よ び 資 本 合 計 １６９,２９３ 100.0 － － － 

（ 純 資 産 の 部 ）      

Ⅰ.株 主 資 本       

１．資   本   金 － － １８,６７０ 10.6 － 

２．資 本 剰 余 金      

（１）資 本 準 備 金 － － １６,７５９  － 

資 本 剰 余 金 合 計 － － １６,７５９ 9.5 － 

３．利 益 剰 余 金      

（１）利 益 準 備 金 －  １,８７４  － 

（２）その他利益剰余金      

任 意 積 立 金 －  ９,４０９  － 

繰 越 利 益 剰 余 金 －  １６,４４９  － 

利 益 剰 余 金 合 計 － － ２７,７３２ 15.8 － 

４．自  己  株  式 － － △２１６ △0.1 － 

株 主 資 本 合 計 － － ６２,９４７ 35.8 － 

Ⅱ.評 価 ・ 換 算 差 額 等       

その他有価証券評価差額金 －  ９,４６１  － 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 － － ９,４６１ 5.4 － 

      

純 資 産 合 計 － － ７２,４０８ 41.2 － 

負 債 お よ び 純 資 産 合 計 － － １７５,５７６ 100.0 － 
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（２）損益計算書 
（単位：百万円） 

前事業年度 
自 平成17年4月 1日 

至 平成18年3月31日 

当事業年度 
自 平成18年4月 1日 

至 平成19年3月31日 

        期  別  
 
 
科  目 金 額 百分比 金 額 百分比 

 
比較増減 

  (％)  (％)  

Ⅰ．売  上  高 １９９,１５３ 100.0 ２１１,０００ 100.0 １１,８４６ 

Ⅱ．売 上 原 価 １４５,２５３ 72.9 １５３,７５１ 72.9 ８,４９８ 

売 上 総 利 益 ５３,８９９ 27.1 ５７,２４８ 27.1 ３,３４８ 

      

Ⅲ．販売費および一般管理費  ４７,０４９ 23.7 ４８,４９４ 23.0 １,４４５ 

営 業 利 益 ６,８５０ 3.4 ８,７５３ 4.1 １,９０２ 

      

Ⅳ．営 業 外 収 益 １,１５３ 0.6 １,１３７ 0.6 △１５ 

受 取 利 息 お よ び 配 当 金 ３３４  ４１７  ８３ 

そ の 他 ８１８  ７１９  △９９ 

Ⅴ．営 業 外 費 用 ５１６ 0.2 ６２５ 0.3 １０９ 

支 払 利 息 ３６４  ３９６  ３２ 

そ の 他 １５１  ２２８  ７７ 

経 常 利 益 ７,４８７ 3.8 ９,２６５ 4.4 １,７７７ 

      

Ⅵ．特 別 利 益  ４,１３０ 2.1 ５５ 0.0 △４,０７４ 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 ８２  ５  △７７ 

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 １２０  ５０  △６９ 

厚 生 年 金 基 金 代 行 返 上 益 ２,７６２  －  △２,７６２ 

適 格 年 金 終 了 益 １,１６５  －  △１,１６５ 

Ⅶ．特 別 損 失  １４８ 0.1 ５８５ 0.3 ４３７ 

固 定 資 産 除 却 損 ８１  ２３４  １５２ 

投 資 有 価 証 券 売 却 損 ５  ７  １ 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 ５５  ４７  △８ 

関 係 会 社 株 式 評 価 損 －  ６  ６ 

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 ５  －  △５ 

関係会社貸付金貸倒引当金繰入額 －  ２９０  ２９０ 

税 引 前 当 期 純 利 益 １１,４６９ 5.8 ８,７３５ 4.1 △２,７３４ 

      

法人税、住民税および事業税 ２,８２０ 1.4 ４,２００ 2.0 １,３８０ 

法 人 税 等 調 整 額 １,９８０ 1.0 △３３２ △0.2 △２,３１２ 

当 期 純 利 益 ６,６６８ 3.4 ４,８６７ 2.3 △１,８０１ 

      

前 期 繰 越 利 益 ６,７２６  －  － 

中 間 配 当 額 ５６０  －  － 

当 期 未 処 分 利 益 １２,８３４  －  － 
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（３）利益処分計算書および株主資本等変動計算書 
 
１．利益処分計算書              （単位：百万円） 

        期  別  
科  目 
 

前事業年度 
自 平成17年4月 1日 

至 平成18年3月31日 

   

Ⅰ．当期未処分利益  １２,８３４ 

Ⅱ．任意積立金取崩額   

圧 縮 記 帳 積 立 金 取 崩 額 １０６ １０６ 

合 計  １２,９４１ 

   

Ⅲ．利益処分額   

株主配当金 ７８５ ７８５ 

Ⅳ．次期繰越利益  １２,１５６ 
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２．株主資本等変動計算書 

当事業年度（自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日）                                   (単位：百万円) 

 株 主 資 本 

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金   

資本準備金 
資本剰余金 

合計 
利益準備金 圧縮記帳 

積立金 
別途積立金 

繰越利益 

剰余金 

利益剰余金 

合計 

平成18年3月31日残高 18,670 16,759 16,759 1,874 5,434 4,180 12,834 24,323 

事業年度中の変動額         

剰余金の配当       △1,457 △1,457 

圧縮記帳積立金取崩額     △204  204 － 

当期純利益       4,867 4,867 

自己株式の取得         

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額(純額) 
        

事業年度中の変動額合計 － － － － △204 － 3,614 3,409 

平成19年3月31日残高 18,670 16,759 16,759 1,874 5,229 4,180 16,449 27,732 

 

 株主資本 評価・換算差額等  

 

自己株式 
株主資本 

合計 

その他 

有価証券 

評価差額金 

評価･換算 

差額等 

合計 

純資産 

合計 

平成18年3月31日残高 △167 59,586 9,944 9,944 69,531 

事業年度中の変動額      

剰余金の配当  △1,457   △1,457 

圧縮記帳積立金取崩額  －   － 

当期純利益  4,867   4,867 

自己株式の取得 △48 △48   △48 

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額(純額) 
 － △483 △483 △483 

事業年度中の変動額合計 △48 3,360 △483 △483 2,876 

平成19年3月31日残高 △216 62,947 9,461 9,461 72,408 
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（４）重要な会計方針の変更 
 
（退職給付引当金） 
数理計算上の差異は、従来、定額法により費用処理していましたが、厚生年金基金の代行返上および確定拠出年金制度への一部移行など退
職金の大幅な制度変更を行ったことを機に、早期償却による財務体質の健全化を図るため、当事業年度より定率法に変更しております。 
この変更により、従来の方法と比較して、営業利益、経常利益および税引前当期純利益が57百万円減少しております。 

 
（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 
当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成 17 年 12 月 9 日 企業会計基
準第5号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会 平成 17 年 12 月 9 日 企
業会計基準適用指針第 8号）を適用しております。 
なお、従来の資本の部の合計に相当する金額は、72,408百万円であります。 

 
 

（５）表示方法の変更 
 
（貸借対照表） 
「営業権」は、当事業年度より「のれん」（当事業年度末残高 209 百万円）として、無形固定資産「その他」に含めて
表示しております。 
前事業年度まで区分掲記していた「特許権」（当事業年度末残高 11 百万円）は、金額が僅少となったため、無形固定資
産「その他」に含めて表示しております。 

 
 

（６）追加情報 
 

前事業年度 
自平成17年4月 1日 
至平成18年3月31日 

当事業年度 
自平成18年4月 1日 
至平成19年3月31日 

１．厚生年金基金の代行返上 
当社の加入する岡村製作所厚生年金基金は、確定給付年金
法の施行にともない、厚生年金基金の代行部分について、平
成17年10月 1 日に厚生労働大臣より過去分返上の認可を受
け、平成18 年 3 月 17 日に返還額（最低責任準備金）の現金
納付を完了しました。これにより、特別利益として 2,762 百
万円を計上しております。 
２．適格年金制度の変更 
当社の加入する適格退職年金制度は、平成 18 年 3 月 20 日
に終了し、新たに導入しました確定拠出年金制度と制度変更
を行った退職一時金からなる退職給付制度に移行しまし
た。これにより、特別利益として 1,165 百万円を計上してお
ります。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．役員退職慰労引当金 
従来、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づ
く事業年度末要支給額を計上しておりましたが、平成 18 年
5 月開催の取締役会において、平成18年6月開催の定時株主総会終結
時をもって役員退職慰労金制度を廃止することを決議いたしました。な
お、同定時株主総会において、総会終結の時までの在任年数をもとに、
廃止前の基準に基づき退任時に支給することを決議しており、当該金額
447百万円については、固定負債「その他」に含めて表示しております。 
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（７）個別財務諸表に関する注記事項 
 

（貸借対照表関係） 

 
 前事業年度 当事業年度 
 （平成18年3月31日） （平成19年3月31日） 
 (百万円) (百万円) 
 
１．有形固定資産減価償却累計額 ６６,１７１ ６７,１３０ 
 
２．担保資産および担保付債務 
  担保資産 
建物 ３,１６５ ２,９０８ 
土地 ７,２６９ ７,２６９ 

合計 １０,４３４ １０,１７７ 
  担保資産に対応する債務 
  短期借入金 ２,０００ ２,０００ 
 
３．関係会社に対する短期金銭債権 ６５１ ６９７ 
関係会社に対する長期金銭債権 ６０ ６０ 
関係会社に対する短期金銭債務 １０,９０１ １５,５５５ 

 
４．事業年度末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。なお、事 
業年度末日が金融機関の休日であったため、次の事業年度末日満期手形が、事業年度末残高から除かれております。 
受取手形 － ５７６ 
支払手形 － １,４３２ 

 
 

（損益計算書関係） 

 
 前事業年度 当事業年度 
  自 平成 17 年 4 月 1 日 

至 平成 18 年 3 月 31 日 
 自 平成 18 年 4 月 1 日 
至 平成 19 年 3 月 31 日 

 （百万円） （百万円）
１．関係会社に対する 
営 業 取 引 高 ５５,７８８ ６０,３８２ 
営 業 取 引 以 外 の 取 引 高 １９０ ２３１ 

 
２．販売費および一般管理費の主要な費目および金額 
販 売 費 ２,８２８ ３,１９１ 
運 送 梱 包 費 １０,６４５ １１,２１６ 
給 与 手 当 １１,２８２ １１,９１３ 
賞 与 引 当 金 繰 入 額 １,３７５ １,５１１ 
退 職 給 付 費 用 １,１８０ ７７０ 
減 価 償 却 費 １,４１２ １,３５１ 
賃 借 料 ５,８６８ ６,０６４ 
   
３．一般管理費および当期製造費用に含まれる研
究開発費 

９３８ ９８６ 

 
４．固定資産除却損の内訳 
建物および構築物 ４ ４７ 
機械装置および運搬具 ４５ １１５ 
その他 ３１ ７０ 

合   計 ８１ ２３４ 
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（株主資本等変動計算書関係） 
 
当事業年度（自 平成 18 年 4 月 1 日 至 平成 19 年 3 月 31 日） 
 
自己株式に関する事項 
株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 
普通株式（千株） ２３９ ３８ － ２７８ 

  （注）自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 
 
 

（リース取引関係） 
   

所有権移転外のファイナンス・リース取引 
１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および期末残高相当額 

 前事業年度 当事業年度 
 自平成 17 年 4 月 1 日 

至平成 18 年 3 月 31 日 
自平成 18 年 4 月 1 日 
至平成 19 年 3 月 31 日 

 (百万円) (百万円) 
取 得 価 額 相 当 額 ７４１ ６２０ 
減 価 償 却 累 計 額 相 当 額 ５０５ ４２７ 
期 末 残 高 相 当 額                                 ２３６ １９２ 
 
２．未経過リース料期末残高相当額 
1 年 内 １５０ １４７ 
1 年 超 ２４５ １７８ 
合 計 ３９５ ３２５ 
 
３．支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相当額 
支 払 リ ー ス 料 ３５４ １７０ 
減 価 償 却 費 相 当 額 ２６３ １８３ 
支 払 利 息 相 当 額 ２６ ６ 

 
４．減価償却費相当額および利息相当額の算定方法 
減価償却費相当額の算定方式は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を１０％として定率法により求めた償却費に
１０／９を乗ずる方法によっております。 
利息相当額の算定方法は、リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方
法については、利息法によっております。  

 
 

（有価証券関係） 
 
前事業年度（平成 18 年 3 月 31 日現在） 
子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。 
 
当事業年度（平成 19 年 3 月 31 日現在） 
子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。
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（税効果会計関係） 
 
１．繰延税金資産および繰延税金負債発生の主な原因別の内訳 
 前事業年度 当事業年度 
 （平成18年3月31日） （平成19年3月31日） 
 (百万円) (百万円) 

（１）流動の部 
繰延税金資産   
賞与引当金損金算入限度超過額 841 921 
未払事業税否認 114 249 
製品評価損否認 109 99 
未払社会保険料否認 95 106 
未払固定資産税否認 52 48 
その他 66 188 
繰延税金資産 合計 1,281 1,614 

  
（２）固定の部 
繰延税金負債   
 圧縮記帳積立金 3,656 3,589 
 その他有価証券評価差額金 6,825 6,493 
繰延税金負債 合計 10,482 10,082 
繰延税金資産との相殺 △4,016 △3,947 
繰延税金負債の純額 6,465 6,134 

 
繰延税金資産   
 退職給付引当金損金算入限度超過額 3,560 3,659 
 役員退職慰労引当金否認 180 － 
 未払役員退職慰労金否認 － 182 
 ゴルフ会員権評価損否認 141 143 
 その他 134 118 
繰延税金資産 小計 4,016 4,103 
評価性引当額 － △156 
繰延税金資産 合計 4,016 3,947 
繰延税金負債との相殺 △4,016 △3,947 
繰延税金資産の純額 － － 

 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
 前事業年度 当事業年度 
 （平成18年3月31日） （平成19年3月31日） 
   
法定実効税率 40.7% 40.7% 
 (調整)   
交際費等永久に損金に算入されない項目  2.0   2.5  
受取配当金等永久に益金に算入されない項目  △0.5   △1.0  
住民税均等割等  0.8   1.0  
試験研究費等の特別税額控除  △0.7   △0.3  
評価性引当額 －  1.8  
その他  △0.4   △0.4  
税効果会計適用後の法人税等の負担率 41.9% 44.3% 
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（１株当たり情報） 
 

項目 
前事業年度 

自平成17年 4月 1日 

至平成18年3月31日 

当事業年度 
自平成18年4月 1日 

至平成19年3月31日 

１株当たり純資産額 619.97円  645.85円  
１株当たり当期純利益 59.45円  43.41円  
     
 なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益については、潜在株式がないた

め、記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益については、潜在株式がないた

め、記載しておりません。 

（注）算定上の基礎 
１. １株当たり純資産額 

項目 
前事業年度 

（平成 18 年 3 月 31 日） 
当事業年度 

（平成 19 年 3 月 31 日） 
純資産の部の合計額 － 72,408 百万円  
普通株式に係る純資産額 － 72,408 百万円  
普通株式の発行済株式数 － 112,391 千株  
普通株式の自己株式数 － 278 千株  
１株当たり純資産額の算定に用いられた 
普通株式の数 

－ 112,113 千株  

 
２. １株当たり当期純利益 

項目 
前事業年度 

自平成17年 4月 1日 

至平成18年3月31日 

当事業年度 
自平成18年 4月 1日 
至平成19年3月31日 

当期純利益 6,668 百万円  4,867 百万円  
普通株式に係る当期純利益 6,668 百万円  4,867 百万円  
普通株主に帰属しない金額 －   －  
普通株式の期中平均株式数 112,178 千株  112,130 千株  
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６．その他 
 

（１）役員の異動 
 
１．代表者の異動 
該当事項はありません。 
 
２．その他の役員の異動（平成19年6月28日付予定） 
     
   (1)退任予定取締役 
常 務 取 締 役 倉 﨑  宏 一  （当社 監査役(常勤) 就任予定） 

 
   (2)新任監査役候補    
常 勤 監 査 役 倉 﨑  宏 一  （現 当社 常務取締役） 

 
  (3)退任予定監査役    
常 勤 監 査 役 桜 井  将 生  （㈱オカムラ物流 監査役就任予定） 

 
  (4)昇任予定取締役 
専務取締役 
 生産本部長 
 

中 村  雅 行 （現 常務取締役 生産本部長） 

専務取締役 
営業本部長 
 

牧 野  広 司 （現 常務取締役 営業本部長） 

常務取締役 
管理本部長 
 

佐 藤  潔 （現 取締役 経理部長） 

常務取締役 
営業本部関西支社長 
 

近 藤  男 幸 （現 取締役 営業本部関西支社長） 

 
 


